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Ⅰ．2021 年度の活動方針  

〇 コロナの感染状況やビジネスへのインパクトが一定の安定を見せるまで、
現行の理事会メンバーで活動を継続する。 

〇 これまでの取組みを更に進め、コロナ禍以後にある程度の成果が出せる目
処が付いた時点で、次の理事会運営へとバトンを渡す。 

1．教育分野では「日程や場所に縛られず、誰でもいつでも何回でも繰り返し
学習可能なシステム」を計画・推進する。 
2020年度にある程度の形はできたので、2021年度は更にコンテンツを充実させ、また、見

せるためのスキルアップに取り組んで行く。 

 

2．情報共有基盤整備では、「幅広いリサーチ・スキルの需給情報交換の場」
を充実させるべくブラッシュアップを進める。 
退職後も、分析などで可能な部分は手伝いたいというベテランリサーチャーの方々の話を

いただくが、JMRA サイトの「シェアリング情報」の積極的な利用には至っていない。フリーラ

ンスの方々も含めた需給情報交換の場を活性化していくことを、今期の課題として取り組

む。 

 

 3．カンファレンスを中心に、各種セミナーやワークショップなどのオンラ
イン化を一層進める。教育分野同様、コンテンツの充実と見せ方のスキル
アップを目指す。 
JMRA の大切なコンテンツでもある情報交流会のあり方やマネタイズに関して、更に試行錯

誤を重ねる。 

コロナ終結までには少し長い気持ちをもって各種取組みを進める必要がある。この間培っ

たものを、その後も十分活かせるよう更なる New Normal へと昇華できるようにしたい。 

大変な時期は続きますが、会員各位のご理解、ご協力をよろしくお願い致します。 
  



Ⅱ．JMRA の会務  

 定時総会、理事会、総務委員会の開催 
定時総会、理事会、総務委員会を以下の通り開催する。 

 

 

 

 各種交流会・懇親会の開催 
総会懇親会 

トピックスセミナー 

 



Ⅲ．各委員会の活動計画  

1．コンプライアンス委員会 

 委員会の目的 
 

 

 

 

 活動背景 
 

 

 活動内容 
 

 

 

 

 

 活動目標 
JMRA 会員社が企業活動をする際の法的リスクの共有と根絶 

  



2．ISO／TC225国内委員会 兼 マーケティング・リサーチ

規格認証協議会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動背景 
 

 

 

 活動内容 
 

 

 

 

 活動目標 
 

 

 



3．公的統計基盤整備委員会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動背景 
 

 

 活動内容 
 市場動向分析小委員会の活動 

 

 

 

 ガイドライン推進小委員会の活動 

 

 



 事業推進小委員会の活動 

 

 

 活動目標 
 市場動向分析小委員会の活動目標 

 

 

 

 ガイドライン推進小委員会の活動目標 

 

 

 事業推進小委員会の活動目標 

 

 

 



4．リサーチ・イノベーション委員会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動背景 
 

 

 

 活動内容 
 

 

 

 

 

 活動目標 
 

 

 
  



5．カンファレンス委員会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動背景 
 

 

 活動内容 
 

 

 活動目標 
 

 

  



6．インターネット調査品質委員会 

 委員会の目的 
 

 

 活動背景 
 

 

 活動内容 
 

 

  



7．広報・宣伝委員会 ウェブ・メルマガ分科会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動背景 
 

 

 活動内容 
 

 

 

 

 活動目標 
 

 

 

 
  



8．広報・宣伝委員会 トピックスセミナー分科会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動背景 
マーケティング・リサーチ産業ビジョン実現に貢献する。 

 活動内容 
 

 

 

 

 活動目標 
 

 

 

 

 
  



9．情報共有基盤整備委員会 

 委員会の目的 
 

 

 活動背景 
 

 

 活動内容 
 

 

  



10．HRマネジメント委員会 教育分科会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動背景 
 

 

 

 活動内容 
 

 

 

 

 活動目標 
 

 
  



11．HRマネジメント委員会 定性カリキュラム小委員会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動内容 
 

 

 

 

 活動目標 
 

 

 

a) 定性調査がわかる基礎講座（2 日間・2 回） 

b) 実務に役立つ定性調査企画力養成講座（4 日間・1 回） 

c) 定性調査_インタビュースキル養成講座（3 日間・1 回） 

d) 定性調査_分析力養成講座（4 日間・1 回） 

 
  



12．HRマネジメント委員会 マネージャー育成分科会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動背景 
 

 

 

 活動内容 
 

 

 

 

 活動目標 
 

 

 
  



13．西日本コラボレーション研究会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動内容 
 

西日本エリアの業界発展と各社リサーチャーの交流促進を目的に実施する。2020 年度

分の実施を見送った経緯から、2021 年度早期の開催を目指す。今後 2021 年度分につ

いてはオフラインでの実施を模索・検討する。 

 

在阪企業（支社）単独では、実施が困難な若手リサーチャーの育成のための研修を共同

で実施する。併せて若手リサーチャーに同業他社社員との交流の場を提供する。 

 

a) 最新の情報にアップデートするためアライアンスシートの作成・更新を行い、各社のアラ

イアンス促進を図る。 

b) 各社への業界情報およびリサーチ最新情報等を提供するためケイパビリティプレゼンテ

ーションを開催する。 

 

会員各社の交流を促進するため、親睦イベントを開催する。また、周年イベントのレクレ

ーションを企画・運営し参加者同志の交流を図る。 

※コロナウイルスの収束状況をみつつ、状況により親睦イベントを中止し、2020 年度に

引き続き With コロナ時代の課題共有を継続する可能性あり。 
  



14．CLT対策協議会 

 委員会の目的 
 

 

 

 

 活動背景 
 

 

 

 活動内容 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 活動目標 
 

 

 
  



15．プライバシーマーク審査会 

 活動内容 
 

 

プライバシーマーク指定審査機関として、プライバシーマークと同等の PMS の運用を実

施する。 

 

個人情報保護法、JIS 規格の改定に伴い、関する最新情報を入手し、審査会としての対

応を遂行する。 
  



Ⅳ．業界関連および会員支援活動等  

 JMRA広報活動の推進 
業界の認知度アップのための広報活動 

 

 

 JMRAサービスの充実 
 

 

 

 他団体との関係強化による交流の促進（国内外） 
 

 

 

 

 

 調査対象者、リサーチユーザーに向けた取り組み 
 

 

 JMRA運営関連業務の強化 
 

 

 

 
  



 会員社数の増加の促進 
 2019 年度 3 月末 2020 年度 3 月末 2021 年度拡大目標 

正会員社 116 社 112 社 115 社（3 社増） 

賛助会員（法人） 81 社 72 社 80 社（8 社増） 

賛助会員（個人） 101 人 103 人 110 人（7 人増） 
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	① JMRAが主導して、他の業界とのコラボレーションを促進して業界を変革する力となるような「他業界とのコミュニケーション」の場の構築
	② 業界の関係者や業界に属する若手・新人、学生、調査パネリスト等に向けた「JMRAメンバー間でのコミュニケーション」の場づくり

	6．インターネット調査品質委員会
	(１) 委員会の目的
	① インターネット調査の回答負荷を軽減させる方策を提示する。
	② オンライン定性調査の改善点や最新情報を業界関係者に届けていく。

	(２) 活動背景
	① 調査票の質の低下がネットリサーチモニターのアクティブ率を低下させる要因になっており、多くの人に調査票の質を高める意識を植え付ける必要がある。
	② 2020年はオンライン定性調査元年となったが、オンライン定性調査の環境が次々と進化しており、国内外の最新情報をキャッチアップする必要がある。

	(３) 活動内容
	① 悪い調査票の事例を共有し、それに対する改善策を指南するためのテクニックをとりまとめる。それをJMRAとしての出版や動画配信としてのコンテンツ化を検討する。
	② オンライン定性調査に使用するプラットフォームの最新情報や国内外で実施されている新しい試みに関する情報収集を行う。そして、業界内に広く周知するために、オンラインでの交流会を企画し、情報発信を行っていく。

	7．広報・宣伝委員会　ウェブ・メルマガ分科会
	(１) 委員会の目的
	① 情報発信を軸とした業界の認知向上、賛助会員の増加
	② インターネットを通じた情報の共有化
	③ 学生向けコンテンツのさらなる拡充

	(２) 活動背景
	① JMRA会員が年々減少しているため、最新リサーチ動向の会員社同士の情報共有を密に行う。
	② メルマガ会員数の伸び率が低いため、学生への周知を行う。

	(３) 活動内容
	① Webを中心としたJMRA活動の積極的な情報発信
	② 上記を周知させるためのメールマガジン発行
	③ メルマガ会員増加のための新たなチャネルの開拓
	④ メルマガ会員登録を促すためのメリット創出

	(４) 活動目標
	① Webを中心とした情報発信
	② メールマガジン類の発行（月1回）
	③ メルマガ会員増加
	④ 賛助会員増加

	8．広報・宣伝委員会　トピックスセミナー分科会
	(１) 委員会の目的
	① リサーチャーサイドだけでなく、クライアントサイドも巻き込み、オープンイノベーションを推進。クライアント企業と価値を共創する信頼関係の基盤をつくる。
	② さまざまな企業など、リサーチ業界外のプレイヤーも巻き込み連携する。
	③ リサーチ業界の人材をレベルアップし、多様な専門性を持つ異才の集まりを実現する。

	(２) 活動背景
	(３) 活動内容
	① Tech系コンテンツの作成、セミナー等の実施
	② リサーチ活用事例コンテンツの作成、セミナー等の実施
	③ アカデミック系コンテンツの作成、セミナー等の実施
	④ ヒューマンスキル系コンテンツの作成、セミナー等の実施

	(４) 活動目標
	① 中堅スタッフの他社交流を行う。
	② 若手向けにデザイン、グラフィックの基本的なスキル習得の場をつくる。
	③ レイ・ポインター氏講演実施により、JMRAのプレゼンスの向上を図る。
	④ リサーチと直接関係しないテクノロジーについても情報発信し、業界の活性化を図る。
	⑤ 学生向けにマーケティング・リサーチ業の魅力をアピールする。

	9．情報共有基盤整備委員会
	(１) 委員会の目的
	① JMRAサイトのコンテンツを通して業界の活性化をはかり、JMRAの認知度を上げる。
	② 会員社にとって有益な情報発信と情報交流の機能を持つサイトを整備し、会員の満足度を上げる。

	(２) 活動背景
	① ベテランリサーチャーが退職後もリサーチ・スキルを発揮し、可能な部分は手伝いたいという声に応える場が少ない。
	② フリーランスの方々も含めた会員社のリサーチ・スキル、リサーチ業務の需給情報交換の活性化を図る。

	(３) 活動内容
	① 「幅広いリサーチ・スキルの需給情報交換の場」を充実させるべくブラッシュアップを進める。
	② ウェブ・メルマガ分科会、カンファレンス委員会等と連携して、JMRA全体のマーケティングを検討する。

	10．HRマネジメント委員会　教育分科会
	(１) 委員会の目的
	① JMRA会員等の調査業務の質の向上の視点から、学術的かつ実践的な講座運営を行う。
	② JMRA活動の維持・活性化の視点から、継続的な教育講座を開催する。
	③ JMRA運営の視点から、収入に寄与する教育講座を開催する。

	(２) 活動背景
	① コロナ蔓延化の状況により、従来の対面式講座を休講し、非対面の講座開講を行う。
	② 非対面においても、対面式と同程度の教育効果と受講生の満足度を維持する。
	③ コロナの現況を鑑みて各講座の開講・非開講を検討する。

	(３) 活動内容
	① 「入門講座」を3講師で担当し、5分割14動画に編集する。
	② 受講者の視聴負荷を減らすために、1動画20～30分程度にまとめる。
	③ 「入門講座」開講後、課題等を修正し、「基礎講座」を準備する。
	④ 受講者の学習到達度を図り、内容についての理解を深めるため「反転学習」の方策を探る。

	(４) 活動目標
	① 「いつでも」「どこでも」「何度でも」手軽に学べる講座提供を目指す。
	② JMRAの資産として教育講座のアーカイブ作成を目指す。

	11．HRマネジメント委員会　定性カリキュラム小委員会
	(１) 委員会の目的
	① 新カリキュラムによる定性セミナーの円滑な実施とブラッシュアップ
	② 次世代の講師陣の確保・育成
	③ 定性リサーチャーがお互いに切磋琢磨し、成長していける場の提供

	(２) 活動内容
	① 新カリキュラムによる定性セミナーを実施し、実施上のポイントや改善点などを委員会全員で共有する。
	② テキストの製本版を作成する。
	③ 適性のあると思われるリサーチャーをさらに委員会に勧誘し、セミナーの趣旨や内容を共有、運営していく。
	④ 定性リサーチャーがネットワーキングや互いに学びあえる場を企画し、提供する。

	(３) 活動目標
	① 新カリキュラムによる定性セミナーの円滑な実施
	② テキスト製本版の作成
	③ 新しいネットワーキングの場またはセミナーの企画、実行
	a) 定性調査がわかる基礎講座（2日間・2回）
	b) 実務に役立つ定性調査企画力養成講座（4日間・1回）
	c) 定性調査_インタビュースキル養成講座（3日間・1回）
	d) 定性調査_分析力養成講座（4日間・1回）

	④ 引き続き、定性リサーチャー交流会を含め、企画、提供していく。

	12．HRマネジメント委員会　マネージャー育成分科会
	(１) 委員会の目的
	① 初期教育終了後、一定の実務経験を積んだリサーチャーを対象とした現場マネージャー育成体系を確立する。
	② 環境変化に対応した、オンライン教育の仕組みを確立する。
	③ 世界に学び、近接領域の成果を吸収し、必要スキルの拡張を図る。

	(２) 活動背景
	① 市場環境の変化（特にコロナ禍による影響大）を受け、新時代に対応した教育研修が求められている。
	② 初期教育と特定領域（統計・定性等）の教育研修コースは整備されてきたが、中堅から経営管理層に至る教育体系が不十分であった。
	③ 国際的にも新技術の台頭に呼応した変革が進んでおり、海外の先進事例に学ぶ必要性が従来以上に高まっている。

	(３) 活動内容
	① 2021年度中に第1回「マネージャー育成講座（全8コマ）」を開催する。
	② 全講座をオンライン（Zoom）形式で安定的に運営できる体制を構築する。
	③ 2022年度には年2クールを回すために必要な体制を整える。
	④ 海外を含む先進事例（および講師候補）の収集を継続的に行う。

	(４) 活動目標
	① 2021年度中に「マネージャー育成講座」の体系を確立する。
	② 2022年度には年2クールを回す体制を整備する。
	③ 毎年、一定の比率で内容を更新していき、先進性を維持する。

	13．西日本コラボレーション研究会
	(１) 委員会の目的
	① 会員社間における交流・協業・連携の促進
	② 各社の若手リサーチャーの育成・交流
	③ リサーチ業界・周辺業界の動向・ナレッジ共有

	(２) 活動内容
	① 周年イベント開催（年に1回）：
	西日本エリアの業界発展と各社リサーチャーの交流促進を目的に実施する。2020年度分の実施を見送った経緯から、2021年度早期の開催を目指す。今後2021年度分についてはオフラインでの実施を模索・検討する。

	② インナー研修開催（全2～4回講座）：
	在阪企業（支社）単独では、実施が困難な若手リサーチャーの育成のための研修を共同で実施する。併せて若手リサーチャーに同業他社社員との交流の場を提供する。

	③ アライアンスプレゼン開催（年に1～3回）：
	a) 最新の情報にアップデートするためアライアンスシートの作成・更新を行い、各社のアライアンス促進を図る。
	b) 各社への業界情報およびリサーチ最新情報等を提供するためケイパビリティプレゼンテーションを開催する。

	④ 親睦イベント開催（年1回）：
	会員各社の交流を促進するため、親睦イベントを開催する。また、周年イベントのレクレーションを企画・運営し参加者同志の交流を図る。
	※コロナウイルスの収束状況をみつつ、状況により親睦イベントを中止し、2020年度に引き続きWithコロナ時代の課題共有を継続する可能性あり。


	14．CLT対策協議会
	(１) 委員会の目的
	① 街頭でのストリートキャッチ方式によるCLT手法の健全な発展を図る。
	② プレリクルート（機縁を含む）方法のルールの啓蒙と普及を図る。
	③ CLTに関わる事業者に共通する課題解決のための情報収集と交流を進める。
	④ CLTに関する一般消費者および行政機関への理解促進と啓蒙活動を進める。

	(２) 活動背景
	① 新型コロナの影響で、CLTを含む対面式調査を取り巻く市場環境が悪化した。
	② 顧客ニーズに継続的に応えるため、ストリートキャッチ方式だけでなく、プレリクルート方式においてもルールの理解と徹底が求められている。
	③ 調査協力者となる一般消費者や、警察を含む行政機関の理解を獲得するため、非会員企業との明確な（わかりやすい）差別化要素の確立が求められている。

	(３) 活動内容
	① 「ポストコロナ」を展望し、CLT手法の復活に向けたPRと感染予防対策の徹底
	② 協議会参加社間の情報交流の継続、トラブル発生時の対処と対策共有化
	③ CLT実施時のプレート・ユニフォーム着用、適切な依頼活動の徹底
	④ リクルータ／管理社員への教育徹底を進めるための研修会等を適宜実施
	⑤ ユニフォーム義務化は特段問題ないため継続
	⑥ 警察を含む行政機関、商店街等へのPR活動を継続
	⑦ 一般消費者・CLT参加者への啓蒙のため、JMRAサイトを通じた情報発信を継続
	⑧ 一般貸会場オーナー様へのJMRAルール説明、協力依頼を推進
	⑨ 調査員マニュアル、CLTガイドラインの見直し・検討
	⑩ その他、CLT手法を発展させるために必要と考えられる対策への取り組み

	(４) 活動目標
	① ストリートキャッチ、プレリクルート方式に関わらずCLT手法の安定的継続
	② JMRA会員社の責任によるトラブルの根絶
	③ 「いざ」という時に機敏に対処できるJMRA／会員社側の体制整備

	15．プライバシーマーク審査会
	(１) 活動内容
	① 審査の更なる品質向上を目的とし、審査業務部、審査員体制の強化を推進
	② 指定審査機関としてのPMSを運用
	プライバシーマーク指定審査機関として、プライバシーマークと同等のPMSの運用を実施する。

	③ 個人情報保護法、JIS規格改正への取り組み
	個人情報保護法、JIS規格の改定に伴い、関する最新情報を入手し、審査会としての対応を遂行する。



	Ⅳ．業界関連および会員支援活動等
	(１) JMRA広報活動の推進
	① メールマガジン登録者数の拡大
	② 関連団体フォーラムへの展示参加

	(２) JMRAサービスの充実
	① 正会員社調査員身分証明書／会場テスト用証明書の発行
	② 関連官庁からの各種サポートメールの送信
	③ JMRA所蔵図書・資料の閲覧サービス

	(３) 他団体との関係強化による交流の促進（国内外）
	① 官庁、関連団体、学会との情報交流
	② APRC（Asia Pacific Research Committee）、GRBN（Global Research Business Network）加盟国との情報交流
	③ ESOMAR他海外の関連団体の情報交換
	④ ESOMAR APACへの参加
	⑤ ISO国際事務局との情報交換

	(４) 調査対象者、リサーチユーザーに向けた取り組み
	① マーケティング・リサーチに関する苦情の処理
	② 一般企業への「専門調査会社紹介」サービス

	(５) JMRA運営関連業務の強化
	① 事務局内PMSの運用
	② 委員会・セミナー開催に関する事務局業務
	③ カンファレンス開催関連業務
	④ 経営業務実態調査の実施

	(６) 会員社数の増加の促進





